
 

 

被災関連 借地・借家建物区分所有法制部会第 8回報告 

 日時：平成 25 年 1 月 8 日 13：30～16：50 

 場所：法務省大会議室（地下１階） 

  

 重要な議論についてのみ記載しておりますのでご了承願います。 

記 

 

 

被災区分所有建物等の再建等に関する特別措置法の見直しに関する要綱案のた

たき台（その 2） 

 

（前注）   以下、建物の区分所有等に関する法律（昭和 37 年法律第 69 号）を「区分所有法」と 

被災区分所有建物の再建等に関する特別措置法（平成7年法律第43号）を「被災マン 

ション法という。 

 

第 1 区分所有建物が大規模一部滅失した場合における特例 

 

（前注）以下、大規模一部滅失とは、建物の価格の2分の1超に相当する部分が滅失することをい

う（区分所有法第 61 条第 1項及び第 5項参照） 

 

1 取壊し決議制度 

 政令で定める災害により区分所有建物が大規模一部滅失した場合について、多数

決により建物を取り壊す旨の決議をすることができるものとする制度（取壊し決議制

度）を新設し、以下のような規律を設けるものとする。 

（1）多数決要件 

  取壊し決議は、区分所有者及び区分所有法第 38 条に規定する議決権の各 5 分

の 4以上の多数によるものとする。 

（2）決議事項 

  ① 取壊し決議においては、以下の事項を定めなければならないものとする。 

   ア 建物の取り壊しに要する費用の概算額 

   イ アに規定する費用の分担に関する事項 

  ②  ①の事項は、各区分所有者の衡平を害しないように定めなければならないも

のとする。 

 

（補足説明） 

 1 第 7 回部会においては、取壊し費用の分担に関する事項を決議事項とし、各区分所有者の 
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  衡平を害しないように定めなければならない旨の規律を設ける点について、取壊し費用の分担 

  は専有部分の床面積割合等を基準に一律に計算すべきであって、具体的な事情に応じて分 

担基準を調整することが合理的な場合は余り想定できないのではないか、各区分所有者の衡 

平を害する場合とは具体的にどのような場合が考えられるのか、といった意見や指摘があった。 

 

２  区分所有建物の取壊し費用の分担基準は、通常は、専有部分の床面積割合や共用部分 

  の共有持分割合によることが衡平にかなうものと考えられる。 

   もっとも、例えば、従前から共用部分に関する費用負担について共用部分の持分割合と異 

なる基準とする旨を規約により定めていたような場合には（区分所有法第 19条）、取壊し費用 

についても規約の定めに従うのが合理的であることも多いものと考えられる。また、例えば、低 

層階専有部分には店舗等の営業用施設が設けられ、上層階には居住用の専用部分が設け 

られている場合には、取壊し費用の分担基準を定める際に損傷状況による当該専有部分の 

価値をも一定の考慮要素とすることが合理的と考えられることもあり得るものと考えられる。 

 そこで、本文①イでは取壊し費用の分担に関する事項を決議事項としている。 

 

  ３ 取壊し費用の分担基準を決議事項とした場合には、多数決の下で特定の区分所有者が合 

理的理由もなく有利又は不利に扱われるおそれがある。そこで、本文②において、取壊し費 

用の分担に関する事項については各区分所有者の衡平を害しないように定めなければなら 

ない旨の規律を設けるのが相当であると考えられる。 

 各区分所有者の衡平を害するような定め方とは、例えば、特定の区分所有者の取壊し費用 

の分担割合のみを合理的理由もなく多くするなど、衡平の観点からみて合理的な範囲を逸脱 

するような分担基準が定められた場合が考えられる。そのような分担基準が決議された場合 

には当該決議が無効とされることによって、取壊し費用の分担基準に関する決議内容の合理 

性が担保されることになる。 

  

 

  （3）集会の手続 

   ① 取壊し決議を会議の目的とする集会を招集するときは、当該集会の招集の 

通知は、集会の会日より少なくとも 2 か月前に発しなければならないものとす 

る。 

 

 

 

 

 

② ①の集会を招集する場合において、当該集会の招集の通知をするときは 



 

 

 議案の要領のほか、次の事項をも通知しなければならないものとする。 

  ア 復旧又は建替えをしない理由 

  イ 取壊しを必要とする理由 

  ウ 建物の復旧に要する費用の見込額 

 

   議論：上記アイウの順番について議論があった。通常はまず、復旧を検討してそ

れでもダメなら、取壊しになるのではないか？（フランスの区分所有法にはそう書いて

ある。） 

   このままでよいと言った意見と、アウイの順番の方が良いのではと言った意見が

あった。 

ここの書きぶりについても、～が必要とする理由と書くのが妥当であるかといった意見

もあった。 

最終的には、法制上の観点から順番及び書きぶりを決定する。 

 

③ ①の集会を招集した者は、当該集会の会日よりは少なくとも１か月前までに 

    当該招集の際に通知すべき事項について区分所有者に対し説明を行うため 

    の説明会を開催しなければならないものとする。 

 （注）③の説明会の開催手続及び取壊し決議をした集会の議事録については、区分所有法上の 

   建替え決議に関する規律に準じて、所要の規律を設けるものとする。（区分所有法第６２条第 

７項及び第８項参照） 

 

 

 

（補足説明） 

1  第７回部会においては、取壊し決議について、説明会の開催を義務付けることを前提とした 

  上で、取壊しをすることの必要性を説明事項に加えるべきではないかといった意見や、本文② 

  アにおいて通知事項としている建替えをしない理由と将来における再建の予定との関係につ 

  いて整理をする必要があるといった指摘があった。 

   そこで、部会資料１２においては、本文アとして復旧又は建替えをしない理由をイとして取壊 

  しを必要とする理由を、それぞれ通知事項及び説明事項とすることを提案している。 

 

2 集会の招集者としては、まず、復旧又は建替えをしない理由として、従来の区分所有関係を維 

 持することを断念する理由について通知し、説明会において、区分所有者に説明することが求 

 められる。そして、建替えをしない理由とは、将来にわたって再建をしないことを意味するもので 

 はなく、取壊し決議を行う時点において建替え決議や全員同意に基づく建替えをしないことが 

 合理的であると考えられる理由をいうものと考えられる。 



 

 

  なお、本文②ウにおいては、建替えに要する費用の見込額は通知事項としていないものの、本 

 文②アの建替えをしない理由において、同様の建物を再建する場合の一般的な費用が示され 

 た上で、集会の招集者が現時点において建替えをしないと判断した具体的な理由が示されるべ 

 き場合が多いものと考えられる。 

 

  その上で、取壊しを必要とする理由、つまり集会の招集者が取り壊しをしなければならないと考 

える考える理由について、できる限り具体的な事実に基づいて記載することが必要である。取壊 

しを必要とする理由は、前記のとおり、従来の区分所有関係を維持することが相当でないという 

判断の下に、他の選択肢ではなく、現時点において取壊しを行うことが必要であると考えられる 

理由である。具体的には、例えば、区分所有建物の損傷状況やその復旧に要する費用、取壊 

しの費用やその分担基準等を踏まえ、現時点において早期に取壊しをすることが相当であると 

考えられること、取壊し後に再建を計画しているものの現時点においては再建計画の策定や資 

金調達が間に合わないこと、将来的には売却を予定しているものの現時点において買主が見 

付かっていないことなど、取壊しを行うことが必要かつ相当であると考えられる理由を記載するこ 

とが考えられる 

 

 （4）決議に賛成しなかった区分所有者の取扱い 

   取壊し決議に賛成しなかった区分所有者の取り扱いについては、明渡しの期限 

  の許与に関する規律を除いて区分所有法上の建替え決議制度における売渡し 

  請求等に関する規律（区分所有法第６３条第１項から第４項まで、第６項及び第 

  ７項）に準じた規律を設けるものとする。 

 

 （補足説明） 

   取壊し決議制度においては、建替え決議制度と異なり（区分所有法第６３条第 5項）、明渡し 

の期限の許与に関する規律は設けないこととすることを提案している。これは、取壊し決議制 

度が政令で定める災害により大規模一部滅失した建物について適用されるものであるところ、

このような大規模一部滅失した建物を取り壊すに当たって、区分所有法第６３条第５項に規 

定する明渡しの期限の許与の要件を満たす場合が一般的・類型的に想定し難いことや、大 

規模な災害が発生した場合には、大規模一部滅失した建物が一定期間放置されたままにな 

るのは当該地域の復興の観点からみて相当ではなく、取壊し決議に基づく取り壊しが早期に 

実行されることが望まれることに基づくものである。 

    

 

（5）取壊しに関する合意 

   取壊し決議に賛成した区分所有者等は、取壊し決議の内容により取壊しを 

行う旨の合意をしたとみなすものとする。（区分所有法第６４条参照） 



 

 

 

    

（6）期間制限 

     取壊し決議は、政令の施行の日から起算して［１年］以内にしなければならな 

いものとする。 

 

 意見：期間制限に関し、１年では短いと言った意見が多数あったが、法務省側から期間を延長

する根拠を求められたが、出席者からはそのような根拠を示す者はなかった。 

 ＊法務省はあくまで阪神淡路を前例としている。 

 期間制限であるが、政令の出るタイミングも絡むので、そのような予測は難しいのではと言った意

見もあった。 

 

2 建物敷地売却決議制度 

  政令で定める災害により区分所有建物が大規模一部滅失した場合について、 

 多数決により建物及び敷地を一括して売却する旨の決議をすることできるものと 

する制度（建物敷地売却制度）を新設し、以下のような規律を設けるもの 

とする。 

 

（1）多数決要件 

   建物敷地売却決議は、区分所有者及び区分所有法第３８条に規定する 

  議決権並びに敷地利用権の持分の価格の割合の各５分の 4以上の多数による 

  ものとする。 

 

（2）決議事項 

  ①建物敷地売却決議においては、以下の事項を定めなければならないも 

   のとする。 

   ア 売却の相手方となるべき氏名または名称 

   イ 売却の代金の見込額 

   ウ 売却による代金の分配に関する事項 

    ② ①ウの事項は、各区分所有者の衡平を害しないように定めなければなら 

ないものとする。 

 

 

（3） 集会の手続 

  ① 建物敷地売却決議を会議の目的とする集会の招集をするときは、 

   その招集通知は、集会の会日より少なくとも 2 か月前に発しなければなら 



 

 

   ないものとする。 

  ② ①の集会を招集する場合において、当該集会の招集の通知をすると 

きは、議案の要領のほか、次の事項をも通知しなければならないものとす 

る。 

ア 復旧又は建替えをしない理由 

イ 建物及び敷地の売却を必要とする理由 

ウ 復旧に要する費用の見込額 

       ③ ①の集会を招集した者は、当該集会の会日より少なくとも 1 か月前 

に、当該招集の際に通知すべき事項について区分所有者に対し説明を 

行うための説明会を開催しなければならないものとする。 

       （注） ③の説明会の開催の手続及び建物敷地売却決議を会議の目的とする集会 

        の議事録については区分所有法上の建替え決議制度に準じて、所要の規律を設け 

るものとする。（区分所有法第６２条第７項及び第８項参照） 

 

  法務省からの説明：前回の敷地建物一括売却決議制度から一括を外した理由。 

 区分所有権が消滅する時期はすべての権利が買受人に集約された段階と見るのが相当。 

一括と言う表現であると、なにかしら取りまとめて、買受人と取引するようなイメージがあるが 

それは、被災マンション法及び区分所有法では無理である。ですので、一括を外した。 

＊建替え円滑化法の建替え組合を使えば可能である。（国土交通省管轄の法律） 

 実際の取引としては、決議がされれば、その決議に則り、各区分所有者は個々に買受人に 

対しその所有する区分所有権を売却しても良いし、区分所有法第６３条４項の買受指定者に売却

してもよい。或いは買受指定者が各区分所有者の代理人となって、売買の代理をしても構わない。

最終的に売買を拒否する者もいるかも知れないが、その場合も買受指定者が訴訟等を経て、区分

所有権が集約されるものとする。 

＊区分所有権は最終的に集約されることになる。 

 

（補足説明） 

  第７回部会では、説明会において、売却の理由や必要性に関して、相手方がどのような目的で 

 建物及び敷地を買おうとしているのか、それを踏まえて敷地や建物をどう評価するのかといった 

 ことについて説明されることが必要であり、このような観点からは、「復旧又は建替えをしない理 

由」という消極的な説明事項を掲げるだけでは足りないのではないか、との意見があった。 

 

 このような意見も踏まえ、「復旧又は建替えをしない理由」に加え、建物と敷地を売却するという 

方策を採ることが合理的である理由を積極的に説明すべき義務を集会の招集者に負わせることと 

するため、「建物及び敷地の売却を必要とする理由」を通知事項とし、説明会における説明事項と 

することとしている。 



 

 

 

  「建物及び敷地の売却を必要とする理由」として集会の招集者が説明すべき事項としては、具 

体的には、取壊し決議によるよりも敷地建物売却決議による方が合理性を有すると判断すべき根 

拠となる事情（建物の取り壊しを引き受けてでも当該建物及び敷地を買い取る旨の意向を示して 

いる者が現れたといった事情）や復旧したとしても大規模一部滅失前の効用を完全に回復するこ 

とが困難である上に、容積率の関係で既存不適格となっており建替えにより同一の規模の建物を 

建築することが困難であるといった事情などが考えられる。また、売却代金の見込額の根拠に関 

連して、相手方となるべき者が売却代金の見込額を提示するに当たって示している建物と敷地の 

評価の根拠などについても説明されるべきことが考えられる。 

  

 

 

  （4）決議に参加しなかった区分所有者の取扱い 

    建物敷地売却決議に賛成しなかった区分所有者の取扱いについては、 

   明渡しの期限の許与に関する規律を除いて区分所有法上の建替え決議制度 

   における売渡し請求等に関する規律（区分所有法６３条第１項から第４項まで 

   、第６項及び第７項）に準じた規律を設けるものとし、再売渡し請求（同条第 6 

   項参照）の発生要件については、建物敷地売却決議の日から２年以内に 

   当該決議に基づく売買契約による建物及び敷地に関する権利の移転がなか 

ったときとする 

 

（補足説明） 

  第７回部会での議論を踏まえ、再売渡し請求の発生要件を建物敷地売却決議に基づく売買契 

 約による建物及び敷地に関する権利の移転がなかったときとしている。これにより、決議が現実に 

 実行され、決議に沿った権利の移転が行われない場合には、売渡し請求を受けた区分所有者に 

 よる再売渡し請求が認められることとなる。 

  また、建物敷地売却決議に基づく売買契約とは認められない法律関係によって建物及び敷地 

 の権利の移転がされたとしても、売渡し請求を受けた区分所有者による再売渡し請求は妨げられ 

 ないことになる。 

 

 （5）建物と敷地の売却に関する合意 

   建物敷地売却決議に賛成した区分所有者等は、建物敷地売却決議の 

  内容により建物と敷地の売却を行う旨の合意をしたものとみなすものとする。 

  （区分所有法第６４条参照） 

 

 （6）期間制限 



 

 

    建物敷地売却決議は、政令の施行の日から起算して[１年]以内にしなけ 

ればならないものとする。 

 

（後注 1） 取壊し決議制度及び建物敷地売却決議制度と関連し、政令で定める災害により 

   区分所有建物が大規模一部滅失した場合について、多数決により、建物を取壊し、かつ 

   敷地を売却する旨を決議することができるものとすることを前提としている。 

（後注 2） 政令で定める災害により区分所有建物が大規模一部滅失場合における集会の招 

   集の通知に関する特例として、以下の規律を設けるものとする。 

   ① 集会を招集する者が区分所有者の所在を知ることができないときは、その区分所有 

    者に対する集会の招集の通知は、建物内の見やすい場所に掲示してすることができる 

    ものとする。 

   ② ①の場合には、集会の招集の通知は、①の掲示をしたときに到達したものとみなすも 

    のとする。ただし、集会を招集する者が区分所有者の所在を知らないことについて過失 

    があったときは、到達の効力を生じないものとする。 

 

（補足説明） 

  区分所有法第３５条３項は、管理者に対して通知を受けるべき場所を通知した区分所有者 

 に対してはその場所に、これを通知しない区分所有者に対しては当該区分所有者の有する 

 専有部分が所在する場所に通知すれば足りる旨を、同条第４項は、建物内に住所を有する 

 区分所有者又は管理者に対して通知を受けるべき場所を通知しない区分所有者について 

 は、規約に特別の定めがあるときは、建物内の見やすい場所に掲示することをもって通知に 

 代えることができる旨を定めている。 

 

  第 1 の（後注 2）に記載する集会の招集の通知に係わる特例が設けられた場合には、上記 

 の区分所有法の各規定との関係が問題となるが、 （後注 2）は、区分所有法第３５条第３項 

 及び第４項の適用を排除し、区分所有建物が政令で定める災害により大規模一部滅失した 

 区分所有建物にあっては、取壊し決議などの建物全体の利用の在り方に関わる決議が予 

 定されていることも考慮すると、区分所有法３５条第３項及び第４項の規律を適用することは 

 相当ではなく、集会を招集する者が、可能な限り区分所有者の所在を確認した上で、集会 

 の招集の手続を採ることが必要であると考えられる。 

 

 

（後注 3） 取壊し決議制度及び建物敷地売却決議制度の新設に伴い、区分所有法第 

   ６１条第１２項（大規模一部滅失した場合の区分所有者の買い取り請求）の特例を定める 

   被災マンション法第５条の規律について所要の整備をするものとする。 

 



 

 

 

 

第 2 滅失又は取壊し後の建物の敷地についての特例 

 

（前注 1）以下、「敷地共有者」とは、敷地利用権（区分所有法第２条第６項）であった権利の共有者 

   をいい、区分所有者以外の単なる敷地の共有者は、含まない。 

（前注 2）敷地利用権が賃借権など所有権以外の権利であった場合にも、敷地利用権が所有権で 

   あると同様に、以下で検討する規律が適用されるものとすることを前提としている。 

 

 

 1 敷地共有者による敷地の管理に関する規律 

  （1）区分所有建物が政令で定める災害により滅失し、又は取壊し決議に基づき 

   取壊された場合においては、敷地売却決議又は再建の決議をすることができる 

   期間が経過するまでの間、敷地共有者は、全員で、集会を開き、及び敷地管理 

   者を置くことできるものとし、敷地管理者及び敷地共有者の集会に関し、区分所 

有法に準じた規律を設けるものとする。 

  （2） 敷地共有者の集会における各敷地共有者の議決権は、敷地共有持分の価 

   格の割合によるものとする。 

 

  （注 1）規約に関する規律は設けないものとする。 

  （注２）敷地共有者の集会の招集の通知に関する特例として、以下の規律を設けるものとする。 

     ① 集会を招集する者が敷地共有者の所在を知ることができないときは、その敷地共有者 

      に対する集会の招集の通知は、敷地内の見やすい場所に掲示してすることができるもの 

      とする。 

     ② ①の場合には、集会の招集の通知は、①の掲示をしたときに到達したものとみなすも 

      のとする。だだし、集会を招集する者が敷地共有者の所在を知らないことについて過失 

      があったときは、到達の効力を生じないものとする。 

 

 

  2 敷地売却決議制度 

    区分所有建物が政令で定める災害により滅失し、又は取壊し決議に基づき 

   取壊された場合について、敷地共有者の多数決により建物の敷地を売却する 

   旨の決議をすることができるものとする制度（敷地売却決議制度）を新設し、以下 

   のような規律を設けるものとする。 

   （1） 多数決要件 

      敷地売却決議は、議決権（前記第2の 1（2）参照）の５分の 4以上の多数に 



 

 

     よるものとする。 

 

   （2）決議事項 

     敷地売却決議においては、以下の事項を定めなければならないものとする。 

      ア 売却の相手方となるべき者の氏名又は名称 

      イ 売却による代金の見込額 

 

 

   （3）集会の手続 

    ① 敷地売却決議を会議の目的とする集会を招集するときは、その招集通知 

     は、集会の会日より少なくとも２か月前に発しなければならないものとする。 

    ② ①の集会を招集場合において、当該集会の招集の通知をするときには、 

     議案の要領のほか、敷地の売却を必要とする理由をも通知しなくてはならな 

     いものとする。 

③ ①の集会を招集した者は、当該集会の会日より少なくとも１か月前に、当 

該集会の際に通知すべき事項について敷地共有者に対し説明を行うため 

の説明会を開催しなければならないものとする。 

      （注） ③の説明会の開催の手続及び敷地売却決議を会議の目的とする集会の議事録 

       については、区分所有法上の建替え決議制度に準じて、所要の規律を設けるものとす 

       る（区分所有法第６２条第７項及び第８項参照）。 

 

（補足説明） 

  取壊し決議及び建物敷地売却決議を会議の目的とする集会について、それぞれ「取壊しを 

  必要とする理由」、「建物及び敷地の売却を必要とする理由」を集会の招集の通知事項及び 

  説明会における説明事項としたことに伴い、敷地売却決議を会議の目的とする集会について 

  も、同様に、「敷地の売却を必要とする理由」を集会の招集の通知事項及び説明会における 

  説明事項としている。 

 

  （4） 決議に賛成しなかった敷地共有者の取扱い 

     敷地売却決議に賛成しなかった敷地共有者の取扱いについては、明渡し 

    の期限の許与に関する規律を除いて区分所有法上の建替え決議制度におけ

る売渡し請求等に関する規律（区分所有法第６３条第１項から第４項まで、第 6 

    項及び第７項）に準じた規律を設けるものとし、再売渡し請求（同条第６項参照） 

    の発生要件については、敷地売却決議の日から２年以内に当該決議に基づく 

    敷地の権利の移転がなかったときとする。 

 



 

 

 

  （5） 敷地の売却に関する合意 

     敷地売却決議に賛成した敷地共有者等は、敷地売却決議の内容により売却 

    を行う旨の合意をしたものとみなすものとする（被災マンション法第３条第６項及 

    び区分所有法第６４条参照） 

   

  （6） 期間制限 

     敷地売却決議は、政令の施行の日から起算して３年以内にしなければならな 

    いものとする。（被災マンション法第３条第５項参照） 

 

 

3  取壊し後の敷地についての再建の決議制度 

   区分所有建物が政令で定める災害により滅失した場合のほか、区分所有建物が 

  取壊し決議に基づき取り壊された場合についても、再建の決議（被災マンション法 

第 2 条、第 3 条参照）をすることができるものとし、再建の決議を会議の目的とする 

集会の説明会に関して、以下の規律を設けるものとする。 

① 再建の決議を会議の目的とする集会を招集するときは、その招集通知は、集会 

 の会日より少なくとも２か月前に発しなければならないものとする。 

 

② ①の集会を招集する場合において、当該集会の招集の通知をするときは、 

再建の決議における決議事項（被災マンション法第３条第２項参照）の議案の 

要領のほか、再建を必要とする理由をも通知しなければならないものとする。 

 

② 再建の決議を会議の目的とする集会を招集した者は、当該集会の会日より少 

なくとも１か月前に、再建の決議における決議事項（被災マンション法第３条第２ 

  項参照）の議案の要領について、敷地共有者に対し、説明を行うための説明会を 

  開催しなければならないものとする。 

  （注）②の説明会の開催の手続については、区分所有法上の建替え決議制度に準じて、 

   所要の規律を設けるものとする（区分所有法第６２条第 7項参照） 

 

（補足説明） 

 取壊し決議、建物敷地売却決議及び敷地売却決議と同様、再建の決議を会議の目的とする集 

 会について、「再建を必要とする理由」を集会の招集の通知事項及び説明会における説明事項 

 としている。 

 

４ 共有物分割請求の制限 



 

 

  区分所有建物が取壊し決議に基づき取り壊された場合については、民法第２５６ 

条第 1 項本文の規定にかかわらず、政令の施行の日から起算して３年を経過する日 

までの間は、敷地共有持分に係わる土地又はこれに関する権利について、分割の請 

求をすることができないものとする。ただし、５分の 1 を超える議決権を有する敷地共

有者が分割の請求をする場合その他敷地売却決議又は再建の決議をすることがで 

きないと認められる顕著な事由がある場合は、この限りではないものとする。 

（注）区分所有建物が政令で定める災害により滅失した場合については、敷地売却決議制度の新 

  設に伴い、被災マンション法第４条の規律について、所要の整備をするものとする。 

 

 意見：取壊しを必要とする理由、売却を必要とする理由、再建を必要としている理由等が４か所に 

   あるが、そもそも再建を必要とする理由と言う表現はおかしいのでは？このフレーズについて、

どこを、どうしたら良いのか、再検討してはどうか？ 

 

 

 

第３  団地の特例 

  1  再建承認決議制度 

     団地内の建物が政令で定める災害により滅失し、又は取壊し決議に基づき 

    取り壊された場合において、当該建物の再建を行うときについて、団地内の 

    建物の建替え決議承認制度（区分所有法第６９条）を参考にして、再建承認 

    決議制度を設けるものとする。 

     

    意見：区分所有法第６９条を参考にするだけでは、既に解体された棟の再建を規定する 

場合としては不足しているのではないか？何らかの表現で以前存在していた棟の 

５分の 4 の意思が反映されるようにすべきである。 

 

   （注 1） 再建承認制度は政令の施行の日から起算して３年以内にしなければならないものと 

     する。 

   （注 2） 団地内の建物が滅失等した場合における建替え承認決議制度についても、所要の 

     規律を整備するものとする。 

    

 

２ 再建を含む一括建替え決議制度 

  団地内の区分所有建物が政令で定める災害により滅失し、又は取壊し決議に 

基づき取り壊された場合において、当該区分所有建物の再建を含む一括建替えを 

行うときについて、団地内の建物の一括建替え決議制度（区分所有法第７０条）を 



 

 

参考にして、再建を含む一括建替え決議制度を設けるものとする。 

 （注）再建を含む一括建替え決議は、政令の施行の日から起算して３年以内にしなければなら 

  ないものとする。 

 

＊時間も早く終わり、部会長より何かないですかと言ったので 

私から以下の発言を行った。 

 （前提：この発言が法制審の諮問案になんら影響を与えないことは承知している。） 

法制審議会の皆様にお考え頂きたいこと 

趣旨：関東地方の沿岸部（千葉県、東京都、神奈川県、静岡県）に相当数のマンションが存在し

ている。宮城県にそのようなマンションは 1 件もないがそれらのマンションの立地は砂浜に近くにあ

ったり、海と崖に挟まれて立地していると言ったようにさまざまの立地がある。リゾートマンションの種

類に属し、海の見えるマンションとしてそれなりの需要と不動産的価値を有する物件である。それら

のマンションに東日本大震災の際、福島第一原子力発電所を襲った１５メートルの津波、（連動型

地震の際は２０メートル以上と想定されているが）そのような津波がマンションを直撃した場合、マン

ションは安く土地を買って高く売ると言う経済合理性からそれほど杭を深く打ち込んでおりません。 

 

最悪の場合、倒壊し海中に建物が没して滅失するかもしれません。また、敷地においても敷地

の崩落、地震による地盤沈下、液状化等で敷地が海面下となり、書類上存在するが実際の敷地は

海中といったことになります。不動産登記法第４２条に土地の滅失として規定され、その取扱いを各

種文献で確認したところ、春分の日、秋分の日の大潮の満潮時に海面下となった場合は、土地は

滅失したものとして取り扱うと規定されております。そのような、敷地の滅失と言うような事態になっ

た場合、今、諮問案を審議中の被災マンション法で法律的関係を処理できるのでしょうか？ 

 

法務省 の回答：敷地まで滅失したら被災マンション法は適用しません。とのこと。（政令を出さな

いと言うこと。）＊罹災都市法も適用外（あくまで、敷地があることが前提） 

 

：それは宿題として残っているのでは。ご心配の件は区分所有建物に限ったことでは無くて、今

回の東日本大震災でも、建物が立地しているが、周りは海になってしまったと言った衝撃的な物件

があった。（石巻市の長面浦あたりの事か？）建物が残って敷地が滅失している場合であるが、そ

の場合当然に建物も効用を失っているとはなかなか言えない場合もあった。 

 

被災を想定した特措法と言えども、キャパシティを超えてしまっては適用されないことが判明した。

想定外と言うことでしょう。 

次回：平成２５年１月２９日（火）13：30～ 

場所：法務省 大会議室にて（地下） 

備考：２月４日（月）の予備日に開催するかどうかも次回に検討する。 



 

 

 

管理組合団体の視点から見た第 8回の部会について 

（1）期間制限 

  法務省は解体決議に関し阪神淡路の実績から政令の発布から起算して 1年以内が妥当と考え

ている。これに対する反対意見もあったが、1 年が相当でないと言う根拠を示せないので、このまま 

1 年となるようである。（公費解体制度利用を前提として建替え、及び解体が行われている。） 

 

（2）敷地建物売却制度 

 一括の文言を取り、区分所有権が最終的に集約されると言う考え方とした。このことにより、売却

決議後、区分所有者は個々に売買ができることとなった。最終的には、訴訟等を経て買取請求権

に基づき、買受人に区分所有権が集約されることとなる。実際には相当に条件が良くなければこの

ような被災したマンションを買い受ける買受人はなかなか現れないのではないかと思われる。 

 

（3）被災マンション法・罹災都市法の限界について 

 被災マンション及び罹災都市法とも敷地が滅失するような大災害には適用外となることが判明し

た。関東地方には海沿いに建設されたマンションが相当数あり、そのような災害においては、本部

会で審議した諮問案では対応できないことを留意しておく必要がある。 


